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１　はじめに─問題の所在
　現代会計は，この10年余，とうてい相容れない２つのパラダイム⑴間の対立
によって混迷を深めている。現代会計は，今まさにアポリア（解決不可能な難
題）に直面しているといっても過言ではない。そのことを象徴する出来事とし
て指摘すべきは，リーマンショック後の米国金融機関が，公正価値オプション
を適用して多額の負債評価益を計上したことである⑵。自社の業績が悪化した
結果として信用リスクが高まり，発行社債の時価が下がると，評価益が計上さ
れるというこの会計処理は，「市場の直観に反する処理」と指摘され続けなが
ら⑶，前述の米金融機関の負債評価益の計上を可能にした米国基準（FAS 第
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⑴　ここでは，AAA（1977）において用いられていたような，いわゆる会計研究のパラダイムとい
う意味ではなく，財務会計における利益計算や資産・負債の評価についての体系的な説明を導く
「基本思考」ならびにその立脚基盤というほどの意味でパラダイムという用語を用いている。より
詳しくは，本稿の２以下をあわせて参照。
⑵　2009年４月23日付日本経済新聞は，シティグループなど米国の大手金融３社が2009年の第１四半
期に計上した負債評価益は計53億ドル（約5,200億円）と，３社の純利益の67％に達していたと報
じている。特に金額が大きかったのがシティ（27億ドル）とバンク・オブ・アメリカ（22億ドル）
であり，仮にこの評価益がなければシティは11億ドルの最終赤字に，バンカメも利益が半減してい
たという。
⑶　IASB自身が「直観に反する（counter-intuitive）影響に対する対応」（IASB, 2010a）と題するコ
メントを公表している。
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159号: FASB, 2007）ばかりでなく，長い論争の末に2010年10月に承認された
国際財務報告基準（International Financial Reporting Standards: IFRSs）第９
号（IASB, 2011）にも正式に取り入れられることになった⑷。そこには，市場
の直観は必ずしも正しくないとみる国際会計基準審議会（International 
Accounting Standards Board: IASB）の強い信念が顕れている。
　市場の直観に反するという指摘が絶えない会計基準の例は，この他にも枚挙
にいとまがない。例えば，過去に段階的に取得した被取得企業の株式のすべて
を支配獲得時に時価評価することによって生じる評価差額を損益認識すること
を求める会計処理は，会計士や企業経営者から直観に反する処理として指摘さ
れているが⑸，米国基準や IFRS のみならず，日本においてもコンバージェン
スの一環として2010年に会計基準に採り入れられている（ASBJ, 2010）。また，
IASB が2001年の発足当初から続けてきた IFRSs と各国の基準との差異を縮小
するための４つのコンバージェンス・プロジェクトのうち，業績報告，企業結
合，保険契約に関する当初提案，あるいは米国の財務会計基準審議会（Financial 
Accounting Standards Board: FASB）との間で2006年に締結された覚書
（MoU）に含まれていた公正価値モデルによる収益認識やリース取引等の当初
提案は，いずれも市場からの激しい反発に遭遇し，妥協の産物として矛盾を孕
んだ最終基準に漕ぎつけるか，あるいは暗礁に乗り上げる結果になっている⑹。
　これらの事態を招いている根本原因は，個々の基準をめぐる見解の相違や同
─────────────────
⑷　ただし，米国の大手金融機関の巨額の負債再評価益の計上を容認することになった FAS 第159
号とは異なり，2010年10月に承認された IFRS 第９号「金融商品」においては，再評価すべき負債
の範囲は，負債を再評価しないことにより再評価される資産とのミスマッチが生じるものに限定さ
れている。しかし後述するように，IASB が基準改訂の際の指針としているCFAI（2007）や JWG
（2000）においては，すべての金融負債を時価評価すべきことが主張されている。
⑸　例えば海外での事業投資を長期にわたり段階的に進めてきた会社が，ある時，被取得企業の支配
を獲得すると，その時点の株式の時価によって予想外の評価益が一時に認識されるが，その代わり
にこの評価益は企業の投資額の一部としてカウントされることになるから，日本基準を採用してい
る場合には，その償却額をその後毎期の費用に算入しなければならず，その分だけその後の営業利
益が小さくなる。米国基準や IFRS を適用している場合には償却は免れるが，代わりに恒常的に減
損リスクにさらされることになる。この点については，7. 2を併せて参照。
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じパラダイム（基本思考）内での論理の正否というよりは，IASB の提案の基
底に横たわる基本思考と，市場の直観ないしは伝統的な会計モデルの基底に横
たわる基本思考との間の決定的な対立にあるとみることができる。そのこと
は，2001年の発足以来の IASB による基準改訂作業が常識では考えられないほ
どの長い年月を要していること，また IASB の当初提案はことごとくそのまま
では受け入れられていない事実を考えれば，自ずと明らかであろう。
　そうであれば，現代会計にとって喫緊の課題は，個々の基準の検討に先だっ
て，（1）現代会計の混迷の源になっている２つのパラダイム（基本思考）を再
確認するとともに，（2）それらの基本思考の対立を生みだしている根本的な原
因を明らかにすることである。そのことによって，そのどちらに真の社会的要
請ないしは時代を超えた普遍性があるのかが自ずと明らかになる可能性があ
る。そのような作業を抜きにして，個々の基準の合理性を検討することは不可
能であるし，ましてや両パラダイムの妥協の産物として今後も基準を開発し続
けることは，さらなる無用の混乱を拡大することにつながるだろう。本稿は，
以上のような問題意識のもとで，上記の２つの課題に取り組むことを目的にし
ている。
２　現代会計の対立軸
　まず取り組まなければならないのは，現代会計の基底に横たわる２つのパラ
ダイムを再確認することである。ただしここでいうパラダイムは，図表１に示
したような個々の見解を指しているわけではない。図表１は，これまで議論の
俎上に載せられてきた様々な会計上の対立軸を簡略化して示したものであ
る⑺。このうち１行目から８行目までは，もっぱら会計の認識・測定構造にか
─────────────────
⑹　それらの詳細については，辻山（2012b）を参照。特に，2001年から続けられている「保険契約」
プロジェクトは，いまだに最終基準公表の明確な目処が立っていないし，MoUプロジェクトであ
る「リース」と「収益認識」プロジェクトも，IASB の当初の提案モデルを大幅に変更して現行実
務を追認する形で決着しつつある。
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かわる見解であり，９行目と10行目は，それらを支える前提にかかわる見解で
ある。
図表１　現代会計における主たる対立軸
視　点 対　立　軸
１ 焦点を当てる資源 フロー ストック
２ 測定のアンカー 現金収支 公正価値（時価）
３ 利益観 収益費用観 資産負債観
４ 同上 損益法 財産法
５ 貸借対照表観 動態論 静態論
６ 資産評価基準 取得原価主義 公正価値（時価）主義
７ 損益認識基準 実現基準 公正価値（時価）基準
８ 業績指標 当期純利益 包括利益
９ 企業に関する前提 継続企業 清算企業
10 株主資本価値
正味将来フローの現在価値
（のれんを含む）
純資産時価
（のれんを除く）
　現代会計について議論する際には，図表１の３行目に示した資産負債観（資
産負債アプローチ）と収益費用観（収益費用アプローチ）のようないわゆる利
益計算をめぐるアプローチ⑻や，６行目にある取得原価主義と時価主義のよう
な資産評価基準をめぐる原則の対立がしばしば主たる争点としてクローズアッ
プされることがあるが，そのどちらの立場を支持するにせよ，ここでは，その
支持の根拠ともいうべきより上位の基本思考を念頭に置いている。
　また改めて指摘するまでもなく，図表１の各行の見解は各々独立の対立軸と
いうわけではなく，会計の認識・測定構造に全体として有機的に結び付いてい
─────────────────
⑺　このほかにも例えば連結会計をめぐっては，親会社概念や経済的単一体概念のような見解がある
し，会計主体論をめぐる見解にも様々なものがあるが，ここでは本稿の検討に多少とも関係がある
と思われるものに限定して示している。
⑻　この２つの利益計算アプローチの意義と機能については，辻山（2007, pp.34-35）を参照。
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る。したがって，これらの各行の対立関係を個別に取り上げて現代会計につい
て考察を加えるのは不適切である。
　例えば Paton and Littleton（1940）流の伝統的な会計モデルにおいては，概
ね図表１の左側の列の視点（view）が貫かれているが，右側の視点も一部で
その補完的な役割を果たしている。棚卸資産の期末評価に際しては，実地棚卸
の結果を反映させた財産法的な視点によって損益計算が補完されてきたし，固
定資産の繰越原価（＝資産）を評価する際には，回収可能価額ないしは時価を
勘案して簿価を切り下げる減損会計などの処理が施されてきた。一方，IASB
の提案の基底に横たわる基本思考は，一般に資産負債アプローチに立脚してい
るとされ，基本的には図表１の右側の列の視点が貫かれているようにもみえる
が，少なくとも現段階では，左側の観点が随所で補完的な役割を果たしている。
　また，そもそも図表１の３行目にある利益観（income view）の一つとされ
る資産負債アプローチは，それを測定まで含意した見解とみる場合と，もっぱ
ら会計上の認識のみにかかわる見解とみる場合とでは，収益費用アプローチと
の関係が異なったものになる。前者の見方に立てば，資産負債の公正価値測定
に結び付きがちな資産負債アプローチと，取得原価測定に結び付きがちな収益
費用アプローチとは，互いに相容れない関係になる可能性があるが，後者の見
方に立てば，資産負債アプローチと収益費用アプローチは相互補完的な関係に
あるものとみることができる。なぜなら後者の立場に立てば，測定値はあくま
でも現金収支をアンカーとする収益費用アプローチによって導かれる一方で，
資産負債アプローチには，資産と負債の定義に照らしてそれらの認識の是非を
判断することにより収益と費用の期間配分上の恣意性を防ぐ役割が期待されて
いるという解釈が成り立つからである⑼。
─────────────────
⑼　例えば，繰延資産の資産性や引当金の負債性等を資産と負債の定義に照らして判断することによ
り，費用収益の期間配分の適正化をはかることができると考えられている。この点について詳しく
は，辻山（2005）（2007）を参照。
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　したがって，資産負債アプローチ対収益費用アプローチや，時価主義対原価
主義というような限定的な対立構図で現代会計を捉えることは，その根底に横
たわるより本質的な基本思考と，それを支える社会的な基盤ないし要請に対す
る考察をミスリードしてしまう可能性がある。
　そのような視点に立ったうえで現代会計のパラダイムの一つとして指摘でき
るのは，いうまでもなく Paton and Littleton（1940）に示されている伝統的な
発生主義会計であろう。冒頭で指摘した市場の直観の基礎にあるのも，この見
解であると考えられるが，その点については，本稿の４以下で改めて取り上げ
る。問題は，それに対するもう一方のパラダイムとして冒頭で指摘した IASB
の提案の基底に横たわる基本思考である。このパラダイムについては，その具
体的な内容に関するコンセンサスが必ずしも十分に形成されているわけではな
い。しかもこのパラダイムに関する正確な理解の欠如が，現代会計の混迷の一
因にもなっていると思われる。そこで次節以下（３と５）では，この新しいパ
ラダイムとそのよって立つ基盤を明らかにしておきたい。
３　投資意思決定有用性と現代会計のパラダイム
　現代会計に深く根付いている伝統的な発生主義会計の基本思考の一つは，
Paton & Littleton（1940）に集約されていることは前述した。その当否は別に
して，1960年代以降，この会計思考については様々な角度から批判が寄せられ
てきた。
　通説に従えば，現代の財務会計の目的は資本市場における投資家の投資意思
決定に有用な情報を提供することにあるとされている⑽。会計情報の役割は
もっぱら資本市場の投資家の意思決定に対して有用な情報を提供することにあ
─────────────────
⑽　この見解は，FASB，IASB ならびに企業会計基準委員会（Accounting Standards Board of 
Japan: ASBJ）のいずれの概念フレームワークにおいても共通している（FASB 2010 Ch.1; IASB 
2010b Ch1; ASBJ 2006 第１章）。
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るというこの見方に立脚して，伝統的な会計の欠陥を指摘し，伝統的な会計に
代わる新しい会計モデル開発の必要性を説くアプローチの代表的なものとして
よく知られているのは，情報パースペクティブ（information perspective，
information approach）と測定パースペクティブ（measurement perspec-
tive，measurement approach）である。
3. 1　情報パースペクティブ
　このうち情報パースペクティブについて，この見解を代表する Beaver
（1981）に依拠してその内容を要約すると，概ね次のようになる。
（1 ）財務会計学者は，Paton & Littleton（1940）に集約されている伝統的な
発生主義会計の優位性に対する一途な思い込み（basic faith）から，深い
洞察を欠いた，トートロジカルな一般的定義を用いて望ましい規準（crite-
ria）を推論してきた。
（2 ）このような会計研究の欠陥を克服するために，従来の会計研究では経済
的利益アプローチ（economic income approach）が採用されるのが常で
あった。つまり経済的利益概念という「理想」にどれだけ近いと認められ
るかによって望ましい会計規準の選択が行われてきた。しかしそこには重
大な欠陥が潜んでいる。なぜなら，経済的利益概念は完全完備市場を前提
にしない限り測定困難な概念であり，逆に完全完備市場を前提にすると経
済的利益を計算する意味がなくなってしまうからである。完全完備市場で
は，資産と負債の市場価額によって企業の価値を測定することができる
が，その場合には企業の価値と経済的利益は同時決定されることになり，
経済的利益を計算する意味がない。しかしもし完全完備市場の仮定を取り
払うと，経済的利益概念は概念的理想としての適格性を失ってしまう。ま
たたとえ市場条件が整っていたとしても，財務報告の利害関係者は多岐に
わたっているから，経済的利益アプローチによって種々の市場関係者間で
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ベストな財務報告の方法について合意に達することは困難である。
（3 ）その結果，1960年代後半以降の情報経済学，証券価格理論，そして行動
科学における研究を反映して，会計情報を企業価値推定のためのインプッ
ト情報と位置付ける「情報」パースペクティブへの移行が起こった。情報
パースペクティブのもとでは，利益は評価プロセスの副産物として得られ
るアウトプットとしてではなく，評価プロセスのインプットとして利用さ
れるという点で情報的なものとなる。そのため現代の会計問題は，投資意
思決定への有用性に焦点をあてた市場関係者の選択問題とみる必要がある。
　以上のような認識に基づきBeaver（1981, p.103; 1998, p.69）においては企業
価値と会計上の利益との関連に関する結び付き（links）が示され，当期の利
益は，将来の利益ないしは将来のキャッシュフローとの結び付きを通じて企業
価値（証券価格）評価に役立つとされている。ただし，当期の利益が具体的に
どのような文脈（context）で企業価値評価に役に立つのかについては必ずし
も明らかにされていない。
　それゆえBeaver（1981）においては，「発生主義会計とは，単なるキャッシュ
フローの報告と，より高次の大がかりなディスクロージャーシステムとの間の
コスト節約的ともいえる妥協的なシステムとみることができよう。」（pp.7-8）
とされ，発生主義会計の構造はブラックボックスにされたまま，望ましい会計
の方法の判断はそれが異なる利害関係者にもたらす効用に応じた社会的選択に
委ねられるという上記の（3）の見解が示されているのである。
　このような情報パースペクティブの視点からみると，財務報告は，投資家が
他の公開情報源からは得ることができない追加的な情報を提供する場合にのみ
価値のあるものとされ，会計情報の価値に関する具体的な判断は実証研究に委
ねられざるをえない。そのためこの見解によれば，のれんの償却のみならず減
価償却も中止することが正しい会計基準のあり方であるとされている。なぜな
ら，減価償却情報は他の情報によって完全に先取りされているため，追加的な
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情報価値が認められないからであるというのである。したがって，資産や負債
そして資本といった基礎的レベルの会計言語にこだわって「認識と測定」を主
要な課題とし，いまだに会計上の利益計算において減価償却を強制することを
やめない FASB のアプローチは間違いであるとさえ指摘されている（Beaver, 
1998, pp.76-77）。
　つまりこの見解に立脚すると，そもそも伝統的な会計モデルやその構造が
もっていた意味とは無関係に，もっぱら価値関連性（value relevance）⑾に関
する実証分析を通じて会計情報の取捨選択が行われていく。その結果，個別の
基準設定はいきおいピースミールな選択問題になる。
3. 2　測定パースペクティブ
　一方，このような情報パースペクティブの見解に対して，市場の非効率性や
会計情報の価値関連性の低さが実証研究で明らかになるにつれて台頭した測定
パースペクティブによると，企業価値自体を企業が直接報告することのほうが
むしろ投資意思決定に対して有用な情報を提供できるとされている。ただし，
同じく測定パースペクティブを支持する論者であっても，報告企業は「企業価
値評価自体を委任されている」という見解に立つ論者と，企業価値評価はあく
までも投資家の責任で行うべきであり，報告企業は信頼性を損なわない範囲で
可能な限り「時価情報」を発信することが投資家の企業価値評価に資すること
になるという見解に立つ論者（Scott, 2009）に分かれている⑿。測定パースペ
クティブにおけるこの２つの見解を，企業価値評価モデルとしてよく知られて
いる以下の残余利益モデル式⒀にあてはめて単純化して示すと，次のようにな
る。つまり前者の見解は，（1）式の右辺第２項であるのれん価値まで評価して
─────────────────
⑾　会計情報と株価との関連性。
⑿　Hitz（2007）の指摘による。
⒀　（1）式において，「のれん」は残余利益の将来流列の現在価値，「残余利益（超過利益）」は資本コ
ストを超える利益，「純資産簿価」は資産と負債の簿価の正味差額を意味している。
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示すことが企業の役割であるというものであり，後者の見解は，企業の役割は
あくまでも右辺第１項の有形無形の資産・負債の正味市場価額（時価）に関す
る情報を示すことであるというものである。
株主資本価値＝純資産簿価＋のれん （1）
　いずれにせよ，測定パースペクティブに共通しているのは，現在の企業価値
ないしは企業のストックに関する市場の評価額が会計情報の基礎になるという
点である。したがってこのパースペクティブは，市場評価の基礎になる企業の
価値創造能力に関する情報を発信しようとしてきた伝統的な会計とは本質的に
異なる視点に立っている。この点に関する限り，「利益は評価プロセスの副産
物として得られるアウトプットではなく，評価プロセスのインプットとして利
用されるという点で情報的なものにある」という前述の情報パースペクティブ
と，伝統的な会計モデルは共通する視点に立っているということができる。
　以上のように，２つの意思決定有用性アプローチは，いずれも意思決定有用
性の観点から伝統的な会計モデルの欠陥を指摘し，それを克服するために台頭
したアプローチであるが，では，会計情報は投資家の意思決定にどのような文
脈（context）で役に立っているのかということになると，必ずしも明確な答
えが示されているわけではない。とりわけ，意思決定有用性に関する知見が会
計の測定構造に具体的にどのように結び付きうるのかということについては，
ブラックボックスとされたままである⒁。その結果，情報パースペクティブに
おいては，もっぱら価値関連性分析を通じて個別の会計基準の取捨選択が行わ
れることになるし，測定パースペクティブにおいては，信頼性をもって測定で
きる限り時価をより多く会計情報に取り込むことが望ましいという結論に結び
付くことになる⒂。
─────────────────
⒁　Beaver（1981, p.7）Figure1-1参照。
⒂　Beaver（1998, p.77）によれば，情報アプローチによる研究ではイベント・スタディ（event 
study）が，測定アプローチによる研究ではレベル・スタディ（level study）が，各々成果を上げ
ているという。
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　当然，伝統的な会計モデルの支持者からは，情報パースペクティブによる
ピースミールな情報や測定パースペクティブによる公正価値情報より，伝統的
な会計モデルによる情報ほうが，投資意思決定のためにも，より有用な情報を
提供できるという反論がありうる。しかしその点については別稿（辻山，
2011; 2012a 等）に譲ることにしてここでは再論を避け，以下では，これらの
新しいアプローチが，伝統的な会計モデルが担ってきた会計の機能，そしてそ
のために進化してきた会計上の認識・測定構造を代替できるのか，あるいは現
代社会においてはそのような機能が不要になったのか，という点に焦点を当て
て検討を加えることにしたい。
　改めて指摘するまでもなく，伝統的な会計モデルは，資本市場が発達する以
前から経済社会のインフラとしての機能を果たしてきた。投資意思決定にとっ
て伝統的な会計モデルより有用な会計モデルが存在すると主張することと，伝
統的な会計モデルが果たしてきた役割を情報パースペクティブや測定パースペ
クティブによる会計情報が代替できると主張することは別の問題である。会計
における利益計算をゼロベースで白地からデザインするということは，それに
よって伝統的な会計モデルが担ってきた多くのものが失われる危険性を孕んで
いるということに留意する必要がある。近年の負債の時価評価損益の認識に対
する市場の拒否反応は，そのことによって伝統的な会計モデルが果たしてきた
機能が失われ，あるいはそれと矛盾する帰結に結びつくことに対する市場の危
機感の表れである可能性がある。
　そこで次に，伝統的な会計モデルが果たしてきた会計の役割と，その役割に
資すると考えられてきた会計の構造がどのようにデザインされていたのかとい
うことを再確認しておきたい。
４　伝統的な会計に横たわる基本思考
　資本市場が発達する以前から続いてきた伝統的な発生主義会計⒃に横たわる
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基本思考については，すでに長い間一般に認められた会計原則（GAAP）を支
える基本思考として多くの文献において論じ尽くされている。したがってここ
では，そのエッセンスを要約した辻山（2011）から一部を抜粋しておくことに
したい⒄。
　周知のように，伝統的な発生主義会計における基本的な考え方は，Paton 
and Littleton（1940）において帰納的に要約されている（Beaver 1981, p.3の
指摘等）。その中核概念は，いうまでもなく「対応（matching）」概念である。
つまり継続企業を前提とした場合の一期間の適切な企業業績（利益）は，そ
の期間の企業の努力と成果を適切に「対応」させることによってはじめて求
めることができる。ただし単なる現金の収支差額では企業の努力と成果を適
切に反映させることはできないから，企業の業績（利益）は，企業の成果を
示す概念である収益と，それに対応した企業の努力を示す概念である費用の
差額として求める必要がある。その際，企業の成果を示す収益は，企業から
流出した財または用役と交換に流入する資金の流れによって測定する。そし
て費用は，企業が獲得した財または用役と交換に流出する資金の流れによっ
て測定した原価のうち，収益に対応する部分を配分することによって算出す
る。
　上述の対応概念とともに発生主義会計において重要な役割を果たしている
のが，収益の認識に関する「実現（realization）」概念と，費用認識に関す
る「原価配分（cost allocation）」概念である。このうち実現概念については，
─────────────────
⒃　近年，全面公正価値会計を含む公正価値会計も，評価損益を計上するためには現金収支のアロ
ケーションを伴うことになるから，現金主義ではなく発生主義会計の一種であるとして，発生主義
の解釈を拡張する見解も表れているが，ここでは，あくまでも Paton and Littleton（1940）に示さ
れているような伝統的な会計を発生主義会計と表現している。この点について詳しくは，辻山
（2011, 注25）を参照。
⒄　なお，この会計モデルの歴史的な発展過程等の詳細については，さしあたり辻山（2011）を参照
されたい。
488
175現代会計のアポリア
Paton and Littleton（1940）において次のように定義されている。「支配的
な見解に従えば，収益は現金の受領や，売掛債権その他の新しい流動資産に
よって裏付けられた（evidenced）ときに実現する。」（p.49）また，この実
現収益に対応する財または用役の原価を適切に識別するためには，財または
用役の原価を適切に再分類して注意深く跡付けておく「原価配分」が必要に
なる。そして期間費用に算入されなかった財・用役の原価は，次期以降に繰
り越す必要がある。発生主義会計における貸借対照表が，伝統的に損益計算
書の連結環（a connecting link）と考えられ（Paton and Littleton, 1940, 
67），そこにおける資産負債の評価額が現金収支を基礎にした原価で測定さ
れてきたのは，そのためである。
　このような発生主義会計における収益と費用の測定値は，あくまでも交換
取引に依拠した対価ないし「価格総計（price-aggregate）」に焦点があてら
れているから（Paton and Littleton, 1940, 47; 69），そこにおける利益計算の
本質は，現金収支をアンカーとしたその配分計算であるということができ
る。その結果，企業の全期間を通算した現金収支（cash to cash）と，全期
間を通算した利益総額は一致することになる。（辻山，2011，pp.41-43より
抜粋）
　要するに，1930年代以降の世界の制度会計において長い間支配的な見解とし
て受け入れられてきたこの会計思考に基づく利益計算の構造は，皮肉にも，こ
の会計思考に真っ向から反対して所論を展開した Johnson and Lennard
（1998）⒅における「稼得─実現─対応利益（earned-realised-matched income）」
という呼称に端的に示されている。そこには，この会計システムに固有の上述
の基礎概念がほぼ盛り込まれているからである。さらにOhlson, J. et. al（2011）
─────────────────
⒅　共著者の一人であるTodd Johnson は，1973年の発足時からのFASBのスタッフで，IASC 時代
の多くのG4+1レポートの起草者であり，公正価値会計の熱烈な信奉者である。
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等における「取引主義会計（transaction-based accounting）」という表現や，
交換取引に基づく現金収支とその反対給付である財や用役の流れ（フロー）に
着目しているこの会計システムを，ストックの価値に着目している公正価値会
計と対比させて「フロー会計」と呼ぶことにも，この会計システムの特徴が良
く表わされている。
　しかし，現代会計におけるパラダイム間対立を読み解くために，この伝統的
な会計モデルにおいて最も注目すべき概念を一つ選ぶとすれば，それは「実現」
概念に他ならない。伝統的な利益計算における実現概念は，すでに生じている
資産価値ないしはその増分の測定可能性ではなく，企業の外部との取引を通じ
て広い意味でのキャッシュが回収されているか否かに着目してきた。そこに
は，投資原価の回収という事実を何よりも重視する，事業投資の主体である企
業経営者の視点が色濃く投影されていたとみることができる。投資の回収計算
ないしは投下資本の余剰計算は，いつの時代にも経済主体にとって変わること
のない関心事であり，資本市場の発展度合いや経済の主役の入れ替わりを超越
した会計の普遍的な役割の一つであると考えられる。したがって，会計情報を
新しくデザインする「会計革命」を起こそうとするのであれば，投資意思決定
に対する有用性の判断と併せて，伝統的な会計の機能に関する考察が欠かせな
い。
　では，この点に関して新しいパラダイムはどのような見解に立っているのだ
ろうか。
５　全面公正価値会計を支える基本思考
　そのための具体的な検討対象としてここで取り上げるのは，2007年に CFA
協会（CFA Institute）から公表された「包括的ビジネス報告モデル：投資家
のための財務報告」（CFAI 2007）⒆である。なぜならCFAI（2007）は，IASB
のめざす全面公正価値会計モデルの基礎としてこれまでしばしば指摘されてき
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たし，現在の IASB の概念フレームワーク・プロジェクトや個別基準の改訂作
業においては複雑な力関係と関係各界から寄せられるコメントを反映して次第
に当初の提案とその背後にある意図が見えにくくなっているのに対し，そこで
は極めて単純明快に全面時価会計に基づく新しい報告モデルが示されているか
らである⒇。
　CFAI（2007）は，CFA協会の前身である投資管理・調査協会（Association 
for Investment Management and Research: AIMR）から1993年に公表された
モノグラム「1990年代とその後の財務報告」（AIMR, 1993）における問題意識
と提言を踏襲し，それをより具体化するために公表されたCFAI（2005）の改
訂版である。AIMR（1993）は，FASB が1978年から1985年にかけて公表した
財務会計の概念基準書（SFAC）の中で概念として示されていた「包括利益
（comprehensive income）」の報告を制度に取り入れる必要性を説いた文献と
して広く知られ，事実その提案は，1997年の米国財務会計基準（FAS）第130
号「包括利益の報告」（FASB, 1997）として現実のものとなった。
　CFAI（2007）においては，金融商品ばかりではなくその他の資産と負債に
ついても公正価値で測定すること（つまり全面時価会計）が主張されているが，
CFAI がこのように現行の会計モデルの完全な変革の必要性を唱えているの
は，いまや世界経済の主役は金融セクター（financial sector）であり，その活
動の理解に主眼を置くビジネス報告モデルへの転換が不可欠であるにもかかわ
らず，過去10年余りの基準改訂はその意味で十分な改訂とはいえないという，
AIMR時代以来続いている同協会の問題意識に基づいている。つまり投資意
思決定を行う投資家は，財務報告に適時性，透明性，比較可能性，そして首尾
─────────────────
⒆　この文献について詳しくは，辻山（2012a）を参照。なお以下の説明の一部は，同稿から抜粋し
ている。
⒇　FASB における時価会計指向の端緒は，その前身のAPB時代の1962年に AICPAから公表され
た Sprouse and Moonitz（1962）にまで遡ることができるが，そこでも，今日的な全面時価会計の
ようなモデルが提案されていたわけではない。
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一貫性を求めているのに，会計情報はいまだに意思決定に対する適合性より信
頼性を重視している。したがって伝統的な会計が依拠してきた基本思考をすみ
やかに抜本的に見直し，彼らの提唱する報告モデルによって書き換えていく必
要があるというのである。「金融セクター」に主眼をおいて財務報告モデルを
全面的に変革する必要性を訴えるこのような見解は，CFAI（2007）における
次の記述に端的に示されている。
　イノベーションと創造性が，企業と企業が提供する製品やサービスの本質
に影響を与えてきた。製造業や商業は存続し成長し続けるであろうが，サー
ビスビジネス，とりわけ金融セクターは，世界経済にとって主要な，また成
長するセクターを構成するだろう。世界の巨大企業の多くは主として金融
サービスビジネスであり，もしくはそのような活動から彼らの収益や利益を
実質的に生み出している。製造業や商業をコアビジネスとしている会社は，
製品ラインに多様な金融サービスを付加しているし，子会社を通じて顧客に
金融を提供している。報告モデルは，投資家が金融サービス業とその営業の
多様性を理解するために求める情報を提供できるものでなければならない。
（CFAI, 2007, p.2 ─下線は引用者）
　要するにこのモデルでは，現代の経済社会の主役は金融セクターであるとい
う視点から，会計とビジネス報告のモデルをそれに適合するように抜本的に変
革する必要があると考えられている。CFAI（2007）に示されている提案モデ
ルの具体的な内容は図表２に示す通りである。
　図表２に要約した通り，資本市場における投資家の投資意思決定に資する情
報提供に主眼を置いて公正価値情報の有用性を説く前述の測定パースペクティ
ブの流れを汲むこのモデルにおいては，②において普通株主の視点が強調さ
れ，その視点からみて⑧で公正価値測定の必要性（有用性）が説かれている。
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　しかしそれとともに注目すべきは，このモデルの根底にある現代の世界経済
においては金融セクターが主役であるという固い信念である。そして実際に，
この信念に基づいて，このモデルを支持する人材を IASB と FASB のボード
図表２　CFAI（2007）が提唱する12の基礎概念
①
基本財務諸表は，株主，債権者，その他のリスク資本の提供者が必要とする情
報を提供しなければならない。（リスク資本提供者の情報ニーズ）
②
財務報告，基準設定，そして財務諸表の作成においては，会社が発行した普通
株への投資者の視点から企業を見なければならない。（普通株主の視点）
③
公正価値情報は，財務的な意思決定にとって最も適合的（relevant）な情報で
ある。（公正価値情報優先）
④
認識（recognition）と開示（disclosure）は，投資意思決定にとっての情報の
適合性（relevance）によって決定されるべきであり，測定の信頼性（reliability）
のみに基づいて決定されるべきではない。（信頼性より意思決定適合性）
⑤
すべての取引と事象は，それが発生したときに財務諸表において認識されなけ
ればならない。（発生時点での認識）
⑥
重要性の識閾（（threshold））は，投資家の情報要求によって決定されなけれ
ばならない。（重要性の識閾）
⑦ 財務報告は中立的でなければならない。（中立性）
⑧
公正価値の変化を含む純資産のすべての変化は，普通株主が利用可能な純資産
変動計算書のような単一の財務表において記録されなければならない。（純資
産の変動の報告）
⑨
キャッシュフロー計算書は，会社の分析にとって不可欠な情報を提供するもの
であり，直接法のみを用いて作成されるべきである。（直接法によるCF計算書）
⑩
個々の財務諸表に影響を与える変化は，集計せずに報告され，説明されなけれ
ばならない。（非集計情報）
⑪
各行の項目は，それが使用される機能ではなく，その性質（nature）に基づい
て報告されるべきである。（性質による分類）
⑫
開示においては，投資家が財務諸表で認識されている項目や，その測定特性，
そしてリスクエクスポージャーを理解するうえで求める追加的な情報が提供さ
れなければならない。（開示情報の拡充）
CFAI（2007）Ch.2より作成（辻山 2012a，p.249より転載）。
文末カッコ内のキーワードは筆者による。
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メンバーに継続的に送り込むこと等を通じて，IASB と FASBに直接的間接的
に強い影響力を及ぼし，長期的には世界の会計基準をこのモデルに置き換えて
いくことが明示されている（pp.2-3）。事実，概念フレームワークや個別基準
の改訂の際に IASB から公表される最初の提案は，いずれもこのモデルに酷似
し，その後の長い論争の原因になっている。
　では，もし現代の世界経済においては金融セクターが主役であるというこの
CFAI（2007）の現状認識が仮に正しいとしたら，先にみた伝統的な会計モデ
ル，とりわけ投資の回収計算という特質は，どのような変化を余儀なくされる
のであろうか。次に，この点について考察を加えよう。
６　投下資本回収手段の多様性とパラダイム変化
　企業の利益獲得活動の本質は，それが付価価値を生み出した結果であるにせ
よ，裁定取引等の結果であるにせよ，投下した資金を上回る資金を回収するこ
とにある。会計における主たる目的の一つは，そのような投下資本の回収過程
に関する情報を提供することにあるとみることができる。そしてこの「投資の
回収計算」という会計の特性は，資本市場に対する情報提供が財務会計の主た
る目的になる以前から，投資の採算を念頭に置く経済主体の主たる関心事であ
り続けてきたことは前述した。投資意思決定に対する有用性という Beaver
（1981）等の視点からは深い洞察に欠けたトートロジカルな判断に依拠してい
ると映る伝統的な会計の構造は，ひとたび「投資の回収計算」という視点から
光を当てると極めて合理的なものに映ることについても既に触れた。
　つまり投下資本の回収という視点に引き付けてみると，伝統的な利益計算に
おける企業の成果としての収益ないし利益の認識においては，「現金の受領や，
売掛債権その他の新しい流動資産によって裏付け（evidenced）されたとき」
という実現の要件が非常に重要な意味をもっていた。すなわち，企業に投下さ
れた資金が事業活動によって回収されていくプロセスが重要な意味をもってい
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たのである。では，現代の経済環境の変化に伴って，この合理性ないしは「投
資の回収計算」のあり方にどのような変化が表れているのであろうか。
　現代の経済社会における投下資金の回収過程は一様ではない。資金を投下し
て商品を購入し，それをより高い金額で販売するビジネスモデル，あるいは生
産設備や原材料に資金を投下して製品を製造・販売するビジネスモデルのよう
な，ゴーイング・コンサーンを前提としたいわゆる実体経済に根差した産業資
本主義的な経済社会のもとでは，伝統的に，資金の回収は商製品の販売によっ
て達成されるのが常であった。先にみた通り，伝統的な会計モデルはこのよう
な経済環境を前提にデザインされてきた。そしてこのような企業の投資の回収
過程に関する情報は，企業の経営者のみならず，当該企業の富の変動（キャピ
タルゲイン）を市場で回収（実現）できる株主にとっても，いわば企業のファ
ンダメンタル情報として活用されてきた。この会計システムがこれまで配当規
制にいかかわる会社法や徴税にかかわる税法等との調和を維持することができ
た理由も，このことと深くかかわっていたと考えられる。
　一方，現代の金融経済を前提にした金融資本主義的な経済社会のもとでは，
従来型のいわゆる伝統的な事業投資とは異なる視点で投下資金の運用・回収が
はかられている。例えば，いわゆるプライベート・エクイテイのように，様々
なステージの会社や事業に投資を行い21，状況に応じて事業の再生をはかりな
がら，常に市場の動向をにらんで出口＝exit の機会を窺うような投資形態のも
とでは，従来型のゴーイング・コンサーンとしての事業投資とは異なる視点か
ら投資の回収機会が捉えられている。このビジネスモデルのもとでは，ある意
味では従来の外部投資家（アウトサイダー）がいわば内部（インサイダー）化
しているとみることができるかもしれない。
　さらに一般事業会社の企業経営者の投資行動にも，伝統的な事業投資とは異
─────────────────
21　より具体的には，①創業期の会社や事業，②成熟期以降の会社や事業，③経営不振会社，④破綻
企業等への投資等。
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なる視点が導入されている。現代の経営者は，すでに存在する海外企業やライ
バル企業を傘下に収めながら，よりスピーディに，よりダイナミックに事業展
開をはかるようになっている。そのため彼らにとっては，投資対象企業の事業
を遂行し続けるばかりでなく，場合によってはその事業を売却して撤退するこ
とも資金回収（exit）の有効な手段の一つになりうる。このような場合には，
事業遂行による資金の回収と事業売却による資金の回収が，一企業の内部でも
否応なく混在することになる。
　現代会計における企業業績等をめぐる見解の対立の根源は，現代の経済社会
におけるこのような外部投資家の視点の内部化，もしくは経営者による投下資
金の回収（exit）手段の多様性にある可能性がある。そのどちらの回収手段を
現代社会における主要な資金の回収手段と捉えるのかによって，会計基準の選
択問題は大きく異なる結論に結びつく可能性がある。またそのことが２つの対
立する会計パラダイムを生み出している可能性がある。冒頭で取り上げた負債
の時価評価益認識の是非をめぐる意見対立も，この「投資の回収」の捉え方に
関する根本的な対立に起因しているとみることができる。
７　拡大する公正価値測定の再検討
7. 1　負債の時価評価益の損益算入
　そこでそのような観点から，冒頭で示した負債の時価評価による損益認識の
問題に立ち返って改めて検討を加えてみることにしよう。ただし企業が日常か
らALM（資産負債の総合管理）22の対象としているような負債は，もともと資
産と負債の時価の変動が一元的に管理されることが想定されているから，ここ
での検討の対象外である。ここでは，あくまでも企業が社債を発行してそれを
事業に投資しているようなケースを念頭に置いている。
─────────────────
22　通常，デリバティブ等を活用して，資金や負債のキャッシュフロー，流動性，為替リスク，金利
リスクを管理する。
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　2007年11月から施行されている米国基準（FAS）第159号や，2015年から施
行される予定23の IFRS９号のもとでは，金融資産ばかりでなく金融負債をも
貸借対照表において時価評価し，毎期の期間評価差額を損益として認識するこ
とが許容ないし求められていることは前述した24。自社発行社債もその例外で
はない。社債の市場価額には市場金利の動向だけではなく，発行企業の信用リ
スクも反映される。したがって冒頭で指摘したリーマンショック後の米国大手
金融機関のように，発行企業の業績悪化等によって信用リスクが高まると，発
行社債の時価が下がり，利益が計上されるという結果を招くことになる。
　このような会計処理を伝統的な会計モデルからみると，次のように不合理な
ものに映る。たしかに社債が値下がりした局面で社債を買い戻せば，値下がり
分は発行企業の利益になる。しかしそのような時に，社債権者が社債を手放す
とは限らない。むしろ満期まで待って元金返済を求めるのが自然であるから，
社債が値下がりした局面で買い戻さないまま利益を計上すると，いったん切り
下げた負債の簿価を満期返済までの間に切り上げていかなければならない。結
局，その分その後の費用が増加する。また，かりに発行社債を時価で決済でき
たとしても，社債の値下がりは，市場金利の上昇や自社の信用リスクの上昇の
結果であるから，企業は決済に要した資金に代えて，高い資金コストで資金を
調達しなければならず，結局安くなった社債の借換えによる利益は，その後の
支払利息の増加によって相殺されてしまう。
　そのように考えると，実際の決済額が債権者の債権放棄等によって変わらな
い以上，社債の時価評価損益を認識するということは，その後の費用の増加と
引き換えに計上される利益，つまり将来の利益の先取り計上を意味する，とい
うのが，ゴーイング・コンサーンにおける資金の借り入れとその返済を実際に
─────────────────
23　2010年の基準公表時には2013年からとされていたが，その後2011年12月に2015年からの施行に延
期する決定をしている。
24　ただし IFRS９号では，評価差額のうち自己信用リスクに対応する部分は，ノンリサイクルOCI
項目として認識することができる。
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行っている者（経営者）ならびに彼と同じ視線に立つ投資家の見方である。
　一方，５で取り上げたCFAI（2007）の見解によれば，財務報告の利用者の
経済的意思決定にとっては公正価値情報が最も適合的な情報であるから，いか
なる負債であっても毎期時価評価し，かつ時価評価差額を損益算入することが
正しい処理であるとされている。その理由は次のように説明されている。資産
と債務（obligation）の公正価値による測定値は，それらに帰属する将来キャッ
シュフローの金額，タイミングとリスクを含む最も新しい，かつ完全な見積を
反映している。資産の交換と経済的意思決定が公正価値に基づいて行われてい
るとしたら，そのような意思決定が依拠する情報が公正価値で報告されること
によって，市場の効率性は向上するだろう。さらに格付け機関のアナリストに
とっても，公正価値は返済額に関する直近の市場評価を反映しているはずであ
るから，企業の返済能力を評価するのに有用な情報である。正確を期すために，
この点に関するCFAI（2007）の記述を以下に抜粋しておく。
現在の株主の観点に照らすと，企業の信用リスクの低下は必然的に固定利率
で貸し付けて利率変動のリスクを負っている現在の社債権者から株主に富が
移転していることを意味する。もし社債権者が債務の購入を待っていれば，
彼らはより高い利率の利息を受け取ることができたであろう。多くの人は，
信用リスクの低下に伴う公正価値の認識によって企業に利得が生じ，株主の
富が増加するということに疑念を抱いているが，このような事態は公正価値
会計にとって不測の事態ではなく，社債権者と株主との異なる契約上の請求
権に基づく必然的な結果である。（p.17）
　一見して明らかなように，この見解には企業の外部で社債権者との短期的な
利害関係に着目する投資者としての株主，つまり企業のアウトサイダーの立場
から投資の回収を窺う株主の視点が投影されている。つまりここでは，ゴーイ
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ング・コンサーンとしての事業の遂行主体として満期までの資金を管理する経
営者の視点に寄り添った株主の視点とは明らかに異なる立場で投資の回収が捉
えられている。
　そうすると，現代会計のアポリアを解く鍵は，現代社会における真の主役は
産業資本主義か金融資本主義かという問題に帰着するようにも思われる25。つ
まり，投資原価の回収を念頭に置いて経営の舵取りをする，事業投資の主体で
ある企業経営者の視点と，企業のアウトサイダーの立場から投資の回収機会を
判断する投資家の視点の間の相容れない見解の相違である。しかもそのことが
深く掘り下げられないまま，現代の会計基準は，まさにピースミールのモザイ
クのような様相を呈している。
7. 2　公正価値測定の再検討
　図表３は，現代の会計基準に数多く導入されている見積要素を伴う現在価値
測定ないし公正価値測定をそのような観点から分類して示したものである。そ
れらはまず原価配分の精緻化に寄与することを期待して導入されたものか，収
益認識のタイミングの精緻化（適時性）を期待して導入されたものかによって，
２つに大別できる。そしてこの２つのグループはさらにその各々の内容に即し
て，伝統的な会計思考の延長線上にあると解されるものと，そうでないものに
─────────────────
25　この問題については，実際に調査分析する価値がある。
図表３　公正価値測定の範囲の拡大の類型（例示）
従来モデルの枠 従来モデルの枠外
原価配分
・固定資産の減損
・退職給付
・資産除去債務
・のれん非償却＋減損判定
・負ののれんの即時利益算入
収益認識 ・売買目的有価証券時価評価損益
・段階取得株式時価評価損益
・負債の時価評価損益
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大別することができる。前者は投資プロジェクトの遂行を通じて投資の回収を
はかろうという視点を前提としており，後者は投資プロジェクトの遂行ではな
くその売却を通じて投資の回収をはかろうという視点に立脚していると考える
ことができる。
　図表３の左上のセルに示されている項目のうち，固定資産の減損処理は，減
価償却を通じて原価（投下資金）を規則的に配分する伝統的な処理に加えて，
期末の繰越額（資産の帳簿価額）がそれ以降の回収可能価額を超えないように
するために導入されたものである。また退職給付会計では，毎期の退職費支払
額を費用計上する処理に代えて，将来の退職時の退職一時金支給額（年金の場
合にはその退職時現在価値）を勤務期間に配分した額の現在価値と外部拠出資
産の公正価値の差額が毎期の費用とされる。また資産除去債務については，固
定資産の除去時に発生する将来の支出の現在価値を資産の取得原価に含めて計
上することにより，当該コストを減価償却計算に含めるように処理される。た
だしこれらの処理はいずれも，その計算過程で公正価値や現在価値が計算基礎
として用いられているものの，それはあくまでも「支出額を基礎とした原価配
分」の精緻化の一環として捉えることができる。
　また左下のセルの活発な市場のある売買目的有価証券の時価評価に伴う損益
認識については，活発な市場があり売買に事業上の制約がない売買目的有価証
券は，それ自体が貨幣性資産とみなされて投資が回収された状態とみることが
できるため，実現概念の拡張の範囲内にあるものとみることができる。
　現代会計を複雑にしているのは，ひと言で「流動資産の獲得＝実現」といっ
ても，その内容を一義的に特定することがそれほど容易なことではないことで
ある。なにをもって流動資産の獲得＝実現とみるのかについては，経済社会の
発展形態に応じて法的な権利の獲得からクリティカル・イベント・アプローチ
まで，様々な見解がありうる。Paton and Littleton（1940）の実現の定義にお
いては，交換取引により獲得される流動資産に着目していたのに対し，信用経
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済の発達に伴って財やサービスの提供による請求権の確実性が増すにつれ，や
がて実現の指標は受領する財よりむしろ財やサービスの提供プロセスのほうに
焦点が移ることになる。さらには，資本市場で活発に取引される金融商品の換
金性が高まると，それ自体を貨幣性資産とみなして保有中の評価差額を損益認
識することが実現の要件に適っているという解釈も成り立つ。それゆえ実現概
念は古くて新しい論争であり続けてきたし，その状況は現在でも相変わらず続
いている。IASB と FASB が10年以上にわたり取り組んでいる収益認識プロ
ジェクトにおいても，「実現」ではなく「履行義務の充足」と表現こそ変化し
ているが，なにをもって収益の認識時点とみるのかという議論がいまだに続い
ているのが実情である（辻山 2005）26。そしてそのことが問題の所在をさらに
複雑にしている。
　そうであっても，図表３の収益認識に関する左側の会計処理は右側の会計処
理とは決定的に異なる視点に立脚しているとみることができる。なぜなら，右
側に分類されている会計処理は，投資プロジェクトの遂行ではなくその売却に
よる回収を想定した場合に初めて正当化されうると思われるからである。たと
えばのれんについては，投資原価の一部である以上，やがて事業を外部者に売
却して回収することを当初から念頭に置かない限り，事業遂行の過程でその回
収計算（償却）の対象から除外することは，減価償却を行わないことと同様に
不合理である。また，１で指摘した段階取得の株式の時価評価も，投資原価で
はないものをわざわざ原価（機会費用＝利益）として計上し，その後の償却や
減損処理の対象にするという意味で，投資の回収計算という意味では不合理で
ある。
─────────────────
26　その意味では，2006年に企業会計基準委員会から公表された討議資料「財務会計の概念フレーム
ワーク」（企業会計基準委員会 2006）において用いられている「投資のリスクからの解放」概念も，
やはりこの実現をめぐる問題の延長線上にあるとみることができる。そこでは，資金を投下する際
の期待が有形財（通常はキャッシュ）として事後的な事実に転化された時に収益を認識し，そこか
ら投資原価を控除した余剰が利益と考えられているからである。
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7. 3　公正価値会計の本質
　改めて指揮するまでもなく，すべてのストックの経済価値は，以下の②式に
示されているように将来フローから導き出される。
ストックの価値 ＝
将来フロー
（2）
資本コスト
そうすると，ストックの評価の期間差額に基づいて損益を認識するということ
は，将来フローの見積の変動に基づいて現在の損益を認識することを意味して
いる。金融セクターにとっては，それは当然のことのように映るに違いない。
金融セクターは，将来フローを生み出す主体ではなく，将来フローの塊りを取
引する立場にあるからである。しかし伝統的な会計モデルにおいて念頭に置か
れてきたのは，あくまでも将来フローを生み出す主体のパフォーマンスである
から，ストックの価値の差額ではなく，広い意味でのキャッシュという現在フ
ローが生み出されているかどうかに関する情報であった。伝統的な会計モデル
において実現概念が重視されてきたのはそのためである。
　そのような企業の内部者の事業遂行に焦点を当てる会計モデルでは，たとえ
企業の中に金融的な回収手段が想定されている投資があったとしても，それは
あくまでも実際の売却（回収＝実現）を待って業績に算入することが求められ
てきた。つまり「回収見込み」ではなく実際の「回収」こそが事業主体の業績
と考えられてきたのである。現代の経済社会では，従来の外部投資家（アウト
サイダー）がいわば内部（インサイダー）化しているとみることができること
は前述した。しかし，そのようなインサイダー化した投資家のパフォーマンス
も，あくまでもインサイダーの視点，つまり現在フローの生成プロセスによっ
てはかられるべきで，アウトサイダーそのものの視点，つまり将来フローの価
値によってはかられるべきではないと考えられてきたのである。
　このように見てくると，会計基準のコンバージェンスが叫ばれて以来の会計
基準の現状は，異なる投資者の視点が入り組んだ極めて奇妙な構造になってい
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る。保有資産・負債の価値の変動を利益とみる公正価値会計は，投資と同時に
将来フローを現在利益に取り込むことを意味している。エンロン事件は，まさ
にこのロジックを正当化することによって惹起されたということを忘れてはな
るまい。
８　要約と結論
　本稿では，現代会計は相容れない２つのパラダイム間の対立によって混迷を
深めているという現状認識のもと，（1）現代会計の混迷の源になっている２つ
のパラダイム（基本思考）を再確認するとともに，（2）それらの基本思考の対
立を生みだしている根本的な原因について検討を加えた。
　２では，これまで議論の俎上に載せられてきた様々な会計上の対立軸を簡略
化して示すとともに，そのうち資産負債アプローチ対収益費用アプローチや，
時価主義対原価主義というような限定的な対立構図で現代会計を捉えること
は，その根底に横たわるより本質的な基本思考と，それを支える社会的な基盤
ないし要請に対する考察をミスリードしてしまう可能性があることを指摘し
た。そのうえで，現代会計のパラダイムの一つである Paton and Littleton
（1940）に示されている伝統的な発生主義会計とは異なり，もう一方のパラダ
イムと考えられる IASB の提案の基底に横たわる基本思考の具体的な内容に関
するコンセンサスが必ずしも十分に形成されてないこと，そしてこのパラダイ
ムに関する正確な理解の欠如が，現代会計の混迷の一因になっていると思われ
ることを指摘した。
　そこで３では，この新しいパラダイムとそのよって立つ基盤を明らかにする
ために，意思決定有用性の観点から伝統的な会計の欠陥を指摘し，代替的な会
計モデルの必要性を説く情報パースペクティブと測定パースペクティブを取り
上げて，それぞれの内容を確認した。そして，情報パースペクティブに立脚す
ると，もっぱら価値関連性に関する実証分析を通じた会計情報の取捨選択が行
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われる結果，個別の会計基準はピースミールな選択問題になる傾向が強まるこ
と，また測定パースペクティブにおいては，信頼性をもって測定できる限り時
価をより多く会計情報に取り込むことが望ましいという結論に結び付くことに
なることを指摘した。
　しかし伝統的な会計モデルは，資本市場が発達する以前から経済社会のイン
フラとしての機能を果たしてきた。そうであるなら，投資意思決定にとって伝
統的な会計モデルは有用でないと主張することと，伝統的な会計モデルが果た
してきた役割を情報パースペクティブや測定パースペクティブによる会計情報
が代替できると主張することは別の問題である。会計における利益計算を白地
からデザインしようとする際には，伝統的な会計モデルが果たしてきた会計の
役割と，その役割に資すると考えられてきた会計の構造がどのようにデザイン
されていたのかということを再確認しておく必要がある。
　そこで４では，金融セクターが主役になる以前から続いてきた伝統的な発生
主義会計に横たわる基本思考を再確認した。そして，現代会計におけるパラダ
イム間対立を読み解くためのこの伝統的な会計モデルにおいて最も注目すべき
概念は，「実現」概念に他ならないことを指摘した。伝統的な利益計算におけ
る実現概念は，すでに生じている資産価値ないしはその増分の測定可能性では
なく，企業の外部との取引を通じて広い意味でのキャッシュが回収されている
か否かに着目してきた。そこには，投資原価の回収という事実を何よりも重視
する，事業投資の主体である企業経営者の視点が色濃く投影されていたとみる
ことができるからである。会計情報を新しくデザインする「会計革命」を起こ
そうとするのであれば，投資意思決定に対する有用性の判断と併せて，伝統的
な会計の機能に関する考察が欠かせない。
　そこで５では，伝統的モデルに代えて会計情報ないし財務報告を新しくデザ
インしなおそうという IASB の提案の基礎にあるとしばしば指摘されている
「包括的ビジネス報告モデル」（CFAI 2007）の見解を概観した。このモデルに
504
191現代会計のアポリア
おいては，３で検討した測定モデルと同様に，普通株主の視点が強調され，公
正価値測定の必要性（有用性）が説かれているが，それに加えて，現代の世界
経済においては金融セクターが主役であるという固い信念が，このモデルの根
底に横たわっている。では，もし現代の世界経済においては金融セクターが主
役であるというこのCFAI（2007）の現状認識が仮に正しいとしたら，先にみ
た伝統的な会計モデル，とりわけ投資の回収計算という特質は，どのような変
化を余儀なくされるのであろうか。
　６では，現代会計における企業業績等をめぐる見解の対立の根源は，現代の
経済社会における投資の回収手段の多様化に伴う金融セクターに代表される外
部投資家の視点の内部化，もしくは経営者による投下資金の回収（exit）手段
の多様性にある可能性があること，そしてそのどちらの回収手段を現代社会に
おける主要な資金の回収手段と捉えるのかによって，会計基準の選択問題は大
きく異なる結論に結びつく可能性があること，現代会計におけるパラダイム対
立は，「投資の回収」の捉え方に関する根本的な対立に起因している可能性が
あることを指摘した。
　そのうえで７では，現代会計における混迷の象徴とされている負債の時価評
価による損益認識の問題をはじめとする近年の公正価値測定の拡大の中には，
ゴーイング・コンサーンとしての事業の遂行主体として満期までの資金を管理
する経営者に寄り添った株主の視点ではなく，企業の外部で社債権者との短期
的な利害関係に着目する投資者としての株主，つまり企業のアウトサイダーの
立場から株式投資の回収を考える株主の視点が色濃く投影されていること，そ
してこの見解は，企業のアウトサイダーの金融投資家の立場から投資の回収を
窺う株主の視点に立脚することにより初めて合理性をもちうることを指摘し
た。
　改めて指揮するまでもなく，すべてのストックの経済価値は将来フローから
導き出される。そのことは，ストックの評価の期間差額に基づいて損益を認識
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するということは，将来フローの見積の変動に基づいて現在の損益を認識する
ことを意味している。一方，伝統的な会計モデルにおいては，将来フローを生
み出す主体のパフォーマンスは，広い意味でのキャッシュという現在フローが
生み出されているかどうかによって認識されてきた。
　このように見てくると，会計基準のコンバージェンスが叫ばれて以来の会計
基準の現状は，異なる投資者の視点が入り組んだ極めて奇妙な構造になってい
るといわざるをえない。それは一般に考えられているように，必ずしも投資意
思決定に対する会計情報の有用性に対する見解の相違から生まれた混乱とはい
えない。それは，投資によるキャッシュの生成に内部から主体的にかかわって
いる経営者ならびにその経営者に寄り添った視点から投資の回収過程を観察し
ている投資家と，当該投資からもたらされる将来フローの予測に基づく現在価
値それ自体を取引する外部の投資家との，投資に対する根本的な見解の相違に
起因した会計思考（パラダイム）の対立によってもたらされているとみるのが
正鵠を射ているだろう。
　そのどちらに真の社会的な要請があるのかに関する考察は，将来の課題とせ
ざるを得ない。しかし一つだけ明らかなことは，伝統的な会計モデルは，資本
市場が発達する以前から経済社会のインフラとしての機能を果たしてきたとい
うこと，そして投資意思決定にとってより有用な会計モデルがあると主張する
ことと，そのモデルが伝統的な会計モデルが果たしてきた役割，とりわけ投資
の回収計算という最も重要な役割を代替できると主張することはまったく別の
問題であるということである。さらに，外部の投資家の視点から企業の時価（公
正価値）に関心をよせる金融セクターであっても，それ自身の投資の採算は，
実はこの回収計算に依拠せざるをえないということを最後に指摘しておかなく
てはならない。
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